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価値創造プロセスにおける異部門間
コミュニケーションの有効性
―日本の上場製造企業に対するアンケート調査１に基づいて―
周　　　炫　宗　
要旨
　厳しい環境変化の下で、企業が持続的成長を可能にするためには、常に新た
な競争優位の構築に取り組まなければならない。つまり、企業は価値創造プロ
セスの活性化を通じて、いわば破壊的イノベーションを実現し、コア・ケイパ
ビリティーを更新していかなければならないのである。こうしたコア・ケイパ
ビリティーの更新には、企業の既存の知識体系や価値基盤に変化をもたらす創
造的組織学習が不可欠である。日本の上場製造企業に対するアンケート調査結
果の分析から、企業が創造的組織学習を実践し、破壊的イノベーションを実現
するためには、多様性の促進と異部門間コミュニケーションが有効であるとい
える。
キーワード
　イノベーション、価値創造プロセス、創造的組織学習、多様性、異部門間コ
ミュニケーション
１　はじめに
　ここ数十年、ＩＴ革命とともに急速に進展したグローバル化は、社会全体に
多くの便益をもたらしたものの、そこで事業を展開する個別企業の経営環境は
益々厳しくなるばかりである。とりわけ、2008年には、景気回復の年と言われ
た2007年とは一変して、アメリカのサブ・プライム問題から端を発した金融危
機が世界経済に未曾有の打撃を与え、先の見えない暗雲が、企業の前途に大き
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くのしかかっている。昨日までは優れた収益力で賞賛されていた勝ち組の企業
も、今日の全世界同時の景気後退のうねりを避けられず、軒並み多額の赤字を
計上し、明日は更なる苦戦が強いられると予想される。
　今日のような予測不可能でかつ不連続的な環境変化の下で、企業が持続的に
成長していくには、いつまでも過去の成功体験に頼るのではなく、常に未来を
見据えた新たな競争優位を構築していかなければならない。つまり、企業は日
常業務の効率化の追求を通じて既存のコア・ケイパビリティーの強化に努めな
がらも、製品イノベーションなどを通じて新たなコア・ケイパビリティーを獲
得しなければならないのである。こうしたコア・ケイパビリティーの更新には、
自己認識能力に基づいた組織学習が求められる。ただし、それは組織の創造性
を促し、組織の知識体系や価値基盤の新たな組み合わせを可能にするような組
織学習でなければならない。既存の知識体系や価値基盤を強化するだけの組織
学習では、コア・リジディティーに陥りやすく、市場や顧客の求める価値を創
出することは困難であるからである。
　そこで、本稿では、組織の創造性を促す組織学習の観点から、価値創造プロ
セスについて理論的・実証的な検討を行うことを主な目的とする。なお、本稿
の構成は次のとおりである。まずイノベーションの意義を検討し、組織学習と
の関係について新たな示唆の提示を試みる。次いで、日本の上場製造企業に対
するアンケート調査の結果から、日本企業の価値創造プロセスにおける異部門
間コミュニケーションの有効性について分析を行う。最後に、異部門間コミュ
ニケーションが行われる場について若干検討を加えることで、次の研究につな
げていくこととしたい。
　本稿で用いられているデータは、2008年に実施された日本企業に対するアン
ケート調査の結果に基づいているものである。本調査では、上場製造業1,274
社に対してアンケートを郵送し、120社から回答が得られた。
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２　イノベーションの意義と価値創造プロセス
　企業が持続的な成長を成し遂げるためには、絶えずイノベーションを実現し
ていかなければならない。しかし、単に既存のコア・ケイパビリティーを強化
するだけのイノベーションでは、新たな競争優位の構築は期待できない。顧客
や市場のニーズを満足しうる価値を提供できるイノベーションでなければなら
ないのである。
２－１　競争優位の構築とイノベーション
　シュムペーター（Joseph A. Schumpeter）が「創造的破壊」の過程を資本
主義社会における本質的事実とみなし、企業はそのなかに生きねばならぬもの
と主張した２のは周知の事実である。まさに昨今のIT革命やグローバル化の進
展といった技術的・社会的変化が、現代を生きている企業にかつてない「創造
的破壊」の時代を迎えさせている。企業家の役割がその創造的破壊つまりイノ
ベーションの実践にある３としたシュムペーター（Joseph A. Schumpeter）の
見解を借りるまでもなく、現在多くの企業経営者は、イノベーションこそ持続
的成長と発展を左右するものと認識しているに間違いないであろう。
　これは慶應義塾戦略経営研究グループによる近年のアンケート調査の結果か
らも明らかである。調査対象となった多くの日本企業が、新製品開発を最も重
視する長期戦略と位置づけており、製造技術の開発や製品イノベーションの実
現に積極的に取り組んでいるという報告がなされている４。しかし、企業のこ
うした努力が、必ずしも顧客に新たな満足を与えうるような価値を提供し、次
の競争優位の構築につながっているとは言えないのが現状である。たとえば、
製品イノベーションの努力が企業の売上高にどの程度貢献したかを示す指標と
しての、売上高に対する新製品の寄与率は、この数年必ずしも高まっていると
は言えないと指摘されている５。つまり、新製品開発に対する積極性は高まっ
ているものの、多くの製品が市場のニーズを十分に満たすほどの新たな価値の
創造には至っていないのである６。
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　こうした現状は、業界を先導してきた成功企業が陥りがちなイノベーション
のジレンマに他ならない。イノベーションと競争優位との関係を考察したクリ
ステンセン（Clayton M. Christensen）は７、業界を先導する企業は製品の性
能を高めるためのイノベーションに努めることが多いが、製品に対する既存の
評価軸を超える全く新しい技術、いわば「破壊的技術」が現れると、業界の主
力企業は失敗に追い込まれることになると指摘している。つまり、企業が持続
的成長を可能にするためには、既存事業の短期的な安定のために適したことを
行いながらも、既存事業を衰退させる可能性をもつ破壊的技術にも十分な資源
を割り当てるという経営上のジレンマを解決しなければならないのである８。
　今日のような創造的破壊の嵐の時代を生き抜こうとする企業は、なおさら
過去の競争優位をもたらしたケイパビリティーの延長線上に安住するのではな
く、自らそのケイパビリティーに変化を加え、何度も刷新することのできる企
業でなければならない９。実際、イノベーションと関連して長年日本企業の行
動を研究してきた遠藤によって、多くの事業分野で業界を先導する立場に置か
れるようになった現代の日本企業にも、従来のように所与の製品評価軸にそっ
た性能向上やコスト削減を目指すイノベーションのスタイルを転換して、顧客
に意味のある新たな価値が提供できるイノベーション、いわば破壊的イノベー
ションを実現する必要性が高まっていると指摘されている10。
２－２　イノベーションの実現と価値創造プロセスの活性化
　今日のように不連続的な環境変化に直面している企業に求められるイノベー
ションとは、前述したように、単に既存の価値基盤にそって製品の性能を高め
るものではなく、市場の新たなニーズを真に満たしうるような価値を生み出す
ものである。こうしたイノベーションの実現こそ、企業の次なる競争優位の構
築につながり、持続的成長をも可能にできるのである。
　そこでまず、本稿におけるイノベーションという概念の範囲について言及し
ておきたい。そもそも英語の「イノベーション」とは、「技術革新」と訳され
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ることが多い。ただし、ここで技術を必ずしも企業内における研究開発部署や
製造現場の領域に限定する必要はない。つまり、「技術」とは、企業が労働力、
資本、原材料、情報・知識といった経営資源を独自の方法で組み合わせ、価値
の高い製品やサービスへと変えるプロセス全体のことを意味するのである。言
い換えれば、本稿でいう「技術」とは、研究開発や設計、製造をはじめ、マー
ケティング、投資、マネジメントなどのプロセスを幅広く包括する概念であ
り、これらの技術に何らかの変化を与えるのが「イノベーション11」なのであ
る。そして、技術に加えられる変化の度合や内容によって、クリステンセン
（Clayton M. Christensen）のいう持続的イノベーションか、破壊的イノベー
ションかという区別ができるのである12。
　したがって、本稿で議論されるイノベーションの概念は、ポーター（Michael 
E. Porter）の価値連鎖13のプロセスにおけるすべての活動、すなわち購買物流、
製造、出荷物流、販売・マーケティング、サービスといった「主活動」と、そ
れらを支える人事・労務管理や技術開発、調達活動、そして全般管理といった「支
援活動」のすべてにかかわる問題であるといえよう。言い換えれば、本稿のイ
ノベーションの概念は、市場のニーズを満たしうるような価値の高い製品を創
り出すプロセス、いわば価値創造プロセスの全体にかかわる問題であり、その
価値創造プロセスの活性化を前提として実現されるものなのである14。
　次に、企業における価値創造プロセスとは、資源の新結合すなわちイノベー
ションを通して新たな価値を創造し、顧客に提供するための活動のプロセスで
ある。加えて、企業における価値創造プロセスは、多層的かつ継続的な活動と
いう特徴を持つ15。現実の企業では、複数の事業部門において多様な製品とサー
ビスが市場に供給されていると同時に、次世代製品の開発プロジェクトが既存
製品の生産活動とオーバーラップする形で進められていることが多いと考えら
れる。つまり、価値創造プロセスとは、ある特定の事業部門内でもしくは一定
の期間内に終結されるものではなく、企業組織全体にかかわる活動であると同
時に、未来の市場に向けて継続的に展開される活動を意味するのである。
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　ここで、前述した技術の概念に従えば、現在、市場に受け入れられている
製品やサービスを生産している企業なら、業種や規模を問わず、すべての企業
には技術が存在することになる。ただし、一度確立されたそれらの技術に新た
な変化を加えることは、誰もが簡単にできるほど容易なことではない。まして
や、既存の競争優位の根源となるコア・ケイパビリティーに変化を加えるイノ
ベーションは、より困難であるといえよう。しかしながら、競争優位性の維持
の期間が益々短くなっている今日のような企業環境の下では、コア・ケイパビ
リティーの更新につながるイノベーションへの努力は、取捨選択の問題ではな
く、生き残りをかけた最大の当面課題であることには間違いないであろう。
　このような認識のもとで、十川は、企業がコア・ケイパビリティーの更新に
つながるイノベーションを実現するためには、組織内に存在する知識やノウハ
ウといった英知を新たな方法で統合化しなければならないと指摘している16。
それは、問題解決の新たなアプローチへの試みであり、異質の人々の相互作用
によって行われる創造的組織学習の実践にほかならない。企業が創造的組織学
習を通して既存の知識体系や価値基盤に変化を加えなければ、時間の経過とと
もにそれらを基盤として成り立った競争力は硬直化してしまい、やがて競争相
手に対する優位性をも失ってしまうからである。
　実際に、かつて日本企業に競争優位をもたらしたＱＣサークルなどによる高
品質の実現といった能力がコア・ケイパビリティーだったとすれば、現在はそ
の能力はルーティン・ワーク化したシステムのなかで、それ以上の新たな価値
を生み出せず、海外の競争相手に模倣され、優位性を失いつつあるとみること
ができよう17。したがって、日本企業が今日のような破壊的な競争環境の下で
優位性を取り戻すためには、既存製品の品質向上やコスト削減といった短期的
な努力に加えて、高付加価値の創出といった長期的な課題にもより積極的に取
り組まなければならないのである。
　以上の議論から、企業の価値創造プロセスの活性化に欠かせないのが、既存
の知識体系や価値基盤に変化を加える活動、いわば創造的組織学習の実践であ
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るといえよう。そこで、次節では企業の知識体系に変化をもたらす創造的組織
学習についてより具体的に検討することにしたい。
３　組織学習と創造性の開発
　組織学習に関する研究の最も大きな特徴は、理論の多様性にあるといえよう。
多分野における学者によって多様な定義が成され、其々の組織現象に適用され
ている18。本節ではとりわけ破壊的イノベーションの出発となる創造性の開発
と知識体系の変化に焦点を当て、組織学習の議論を進めていくこととする。
３－１　創造的組織学習と知識体系の変化
　組織学習の研究で組織レベルの認知体系・価値体系に初めて焦点を当てたの
は、アージリスとション（Argyris＆Shon）である19。彼らは組織学習を、「間
違いを発見して修正するプロセス」と定義し、修正のフィードバックが及ぼす
範囲をもって、シングル・ループ学習とダブル・ループ学習とに区別した20。
シングル・ループ学習とは、間違いが発見された場合、組織の既存の価値体系
に基づいて行動を修正するプロセスである。他方、ダブル・ループ学習とは、
行動の修正に加えて、既存の価値体系にまで疑問を投げかけ、新しい価値体系
や規範の確立を行うプロセスである。
　彼らのこうした議論は、 認知や信念の変化は個人レベルにおいてのみ生じる
としたMarchとOlsenの研究とは異なるもので、その後の組織学習理論の展開
に大きな影響を与えることになる。例えば、DuncanとWeiss（1979）21 は、よ
り具体的に組織学習を組織の知識体系における変化のプロセスとし、組織知の
構築において最も重要なのは組織構成員間の相互作用による知識の共有である
と述べた。組織行動の基底にある組織の認知体系・価値体系・知識体系に焦点
を当てたことで、組織知をめぐる議論がより活発になり、個人知の組織知への
変換問題が組織学習研究における主要課題の一つとなったといえよう。
　また、アージリスとション（Argyris＆Shon）による組織学習の分け方は、
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用いられる用語は異なるものの、多くの学者によって受け継がれることにな
る。Fiol&Lylesの低レベル学習と高レベル学習、センゲ（Peter M. Senge）
の適応的学習と生成的学習、Probst&Buchelの適応的学習と再構築的学習、
Crossanのフィードバックとフィードフォワード、Sanchezの漸進的学習と急
進的学習等が、その例である。既存の知識体系の基で生産性や組織能力の向上
をはかる組織学習が、シングル・ループ学習、低レベル学習、適応的学習、フィー
ドバック、漸進的学習であるとするならば、新しい組織知を創造・獲得するこ
とで既存の価値体系に変化をもたらす組織学習が、ダブル・ループ学習、高レ
ベル学習、生成的学習、再構築的学習、フィードフォワード、急進的学習となる。
こうした先行研究の結果を踏まえると、図表１（戦略的組織学習のフレームワー
ク）に示されている戦略的組織学習22は、上記のダブル・ループ学習の範疇に
入るものとして、創造的組織学習と名付けることができよう。 戦略的組織学習
とは、組織構成員間の相互作用による組織知の増加のメカニズムを究明する概
念であり、その実現には、既存の価値体系や知識体系を超える創造性の開発や
発揮に大いに依存するからである。
図表１　戦略的組織学習のフレームワーク
 
　個人学習によって生まれる新しい発見や創造的なアイデアが、組織内部で駆
動力を得て、組織レベルで具現化されることになる戦略的組織学習は、個人知
の組織知への変換プロセスに他ならない。個人レベルでなされる個人知の増加
が、組織構成員間の相互作用つまりコミュニケーションを媒介にして、既存の
組織の価値体系や知識体系の枠を超える組織知の増加につながるのである。そ
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して、こうした一連のプロセスを経て、知識を市場の支持が得られる新しい価
値へと変える決定的な変数となるのが、創造性なのである23。
３－２　集団的創造性の開発とコミュニケーション
　創造性は近年企業の競争優位や持続的成長を論ずる際、最も頻繁に取り上
げられるテーマの一つである。市場に参加している顧客が企業に求めているの
は、製品の価格や品質に対する満足だけではない。価格や品質は当たり前のこ
とで、顧客は今まで想像もつかなかったような製品の出現や便益の提供を求め
ていて、それらの新しい価値に対しては惜しまず高い代価を支払っている。こ
うした価値の提供できる製品の、アイデアの創出の段階から具現化に至るすべ
ての段階において密接にかかわっているのが創造性なのである。企業が如何に
創造性を開発・発揮していくかが、価値創造プロセスと関連してマネジメント
における大きな課題であるといえよう。
　アマビール（Teresa M. Amabile）によれば、個人の創造性は、専門知識、
創造的思考能力、動機付けの３つの要素から構成されており、マネージャー
はこれらに影響を与えることができる24。とりわけ、アマビール（Teresa M. 
Amabile）は動機付け、もっと厳密に言うと、個人的な熱情や興味などによっ
て火をつけられる内発的動機づけが、創造性の向上により効果的であると主張
する25。しかし、それは内発的動機づけが専門知識や創造的思考能力の涵養に
比べて、より低コストでかつより即時に創造性の向上に影響を与えられるとい
う意味のことで、決して専門知識や創造的思考能力の涵養の重要性を軽視して
いるわけではない。むしろ、長期にわたる創造性の持続的な向上には、専門知
識や創造的思考能力の涵養に向けた努力、すなわち学習への取り組みがより求
められることになるといえよう。
　また、個人の創造性は、さらに組織内の人々の相互作用によって企業全体の
創造性として増幅されなければならない。実際、今まで文明に大きな影響を与
えた、いわば破壊的イノベーションのほとんどは、ある特定の天才的人物の個
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人的研究の成果であるより、創造的集団の成果である。言い換えれば、企業が
破壊的イノベーションを実現するためには、企業内に多くの専門知識、洞察力、
熱意などが持ち寄られる、ホット・グループ26のような創造的集団が形成され
なければならないのである。
　ただし、創造的集団が大きな成果を導き出すには、グループ内の思考スタイ
ルや専門能力を多様化させ、適切に組み合わせる必要がある27。思考スタイル
や専門能力の多様性は、創造的摩擦を生じ、創造力を刺激すると同時に、優れ
たアイデアが発展する機会を増やしてくれるからである28。
　こうした組織の多様性は、経歴や専門分野の異なる人々を協働させることで
促されるが29、それは専門分野の異なる人同士の相互作用、つまり異部門間コ
ミュニケーションの実践に他ならない。そもそも、組織におけるコミュニケー
ションとは、個人学習の組織学習への橋渡しの要素として位置づけることがで
きる。個人学習によって個人レベルの認知構造や行動に変化がもたらされるこ
とになるが、それが特定の個人の学習領域にとどまらず、組織の集団的知識や
価値基盤の変化、組織行動の変化へとつながっていくためには、個人間の言語
的な相互作用であるコミュニケーションが企業組織内で不可欠なのである30。
ましてや、個人学習から得られた成果を新たな価値創造という高度な組織学習、
いわば創造的組織学習へと橋渡しするためには、異部門の専門知識や能力を持
つ人々同士の相互作用がより求められることになるといえよう。
　そこで、次節では日本企業に対するアンケート調査の結果に基づいて、価値
創造プロセスにおける異部門間コミュニケーションの有効性について実証的な
検討を加えることにしたい。
４　価値創造プロセスにおける異部門間コミュニケーションの有効性
　価値創造につながるイノベーションは、本来異質と思われる分野の知識や
技術を積極的に組み合わせることによって実現される可能性が高い31といわれ
る。それには、組織内における多様性の促進と、異部門間の交流や協力が不可
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欠であると考えられる。
　そこで、本節では、今までの議論を踏まえながら、日本の上場製造企業を対
象にしたアンケート調査の結果から、創造的組織学習の要素としての異部門間
コミュニケーションの有効性について実証的に検討することとする。
４－１　多様性の促進と創造的組織学習
　革新的な企業であるほど、「技術融合」の能力、つまり異なる技術ケイパビ
リティー内に蓄積された知識基盤を連結する能力に優れている32。それで、革
新的な企業の新製品は、時には既存商品の組み合わせの場合もあるが、異なる
専門分野の連結から生じたイノベーションの成果である場合が多い。特定分野
の手法や思考慣習を、他の分野の問題に応用することで、ブレークスルーが生
まれてくる事がよくあるからである。
　しかしながら、部門間の壁を越えての、知識やノウハウの展開は決して容
易なことではない。実際、日本企業のアンケート調査でも、新製品開発を通
じて獲得した技術や知識が他の事業分野の開発活動にいかに応用されている
かを聞いた結果、積極的に応用している（スコア５，６）とする企業の割合は、
20.6％にとどまっている。ただし、図表２（専門知識や技術の融合と創造的組
織学習との相関関係）からもわかるように、こうした専門知識や技術の融合が
創造的組織学習の源泉であることは間違いないのである。
図表２　専門知識や技術の融合と創造的組織学習との相関関係
　図表２は、開発活動で得た技術や知識の他の事業部門の開発への応用と創造
的組織学習の変数との間の相関を示したものである。特定部門の専門知識や技
術が、部門間の壁を越えて、他の事業部門の新製品開発活動にも積極的に応用
開発活動で得た技術や知識の他の事業部門の開発への応用
個人の創造性の開発 0.425
組織の新たな視点や発想 0.375
（N=120．すべての相関係数は５%水準で有意）
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されている企業では、まず個人レベルの学習活動が促進され、専門知識の増加
による創造性の向上がもたらされることになるといえよう。そして、こうした
専門知識や技術の融合の活動は、個人の創造性を、組織レベルの知識体系を変
える企業全体の創造性へと増幅させ、組織に新たな視点や発想を生み出す創造
的組織学習を導くことになるといえよう。
　今日の企業が新たな視点や発想を生み出す創造的組織学習を促進するにあ
たって、欠かせないもう一つの要素に部門文化の多様性が挙げられる33。コン
トロールや生産性がより重視される環境に置かれていた企業では、特定部門の
個性や部門文化の相違は一般的に部門間の連携を阻害する要因と考えられてき
た。しかし、図表３（部門文化の多様性と創造的組織学習との相関関係）から
も明らかのように、将来の事業の方向性を示すビジョンが全部門の構成員に共
有されていれば、部門固有の価値観や行動様式といった部門文化の多様性は、
新製品開発のような諸部門にまたがる問題に取り組む際、むしろ創造的組織学
習の源泉となり、新たな視点や発想の創出に大きな影響を与えることになると
いえよう。
図表３　部門文化の多様性と創造的組織学習との相関関係
　（N=120．すべての相関係数は５%水準で有意）
４－２　異部門間コミュニケーションと製品イノベーション
　専門家とは一つの分野だけをもっぱら研究したり、それに従事したりする人
なので、自分の専門領域については高度な知識を有しているものの、他の専門
領域については全く門外漢である場合が多い。それ故、多様な専門領域にまた
がる問題に直面する新製品や新工程の開発においては、特定部署に属する一人
や二人だけの専門家にその問題解決を期待することは困難である。
各部門文化の多様性の影響
職 能 部 門 間 事業部門・カンパニー間
将来ビジョンへの共感 0.342 0.370
組織の新たな視点や発想 0.334 0.415
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　レオナルド－バートン（Dorothy Leonard-Barton）によれば、新製品開発
などの価値創造につながるイノベーションは異なる専門領域を積極的に結びつ
けることによって実現されるものである34。既存の組織図上の制約を超えての
交流は、組織構成員間の異質な知識の交換と融合を促進して創造的組織学習の
機会を増やすからである。つまり、部門を異にする専門家たちによる公式的・
非公式的コミュニケーションが、組織全体の専門性と創造性を増幅させ、新製
品開発や新工程開発における非常に複雑な問題に必要な、深い知識とアイデア
を組織内に貯蔵し、提供してくれることになるのである35。
　実際、こうした主張を裏付けるために、アンケート調査で新製品開発の際に
異なった部門間の情報交流や協力がどの程度なされているかを職能部門間、事
業部門・カンパニー間に分けて聞いてみた。その結果、まず、情報交流や協
力が頻繁になされていると回答した企業（スコア５，６）の割合が、それぞれ
30.5％と16.6％に達している。事業部門・カンパニー間においては、依然とし
て高い壁が存在し、部門をまたいだ交流が活発になされているとは言い難いが、
職能部門間においては、過去５年間の結果を見ても比較的に高い水準の30％
台の安定的な推移を見せている36。次いで、異なる部門間の情報交流や協力と
製品イノベーションをあらわす諸変数との関連性をみると、両変数間には強い
相関関係が認められる（図表４の異部門間コミュニケーションと製品イノベー
ションとの相関関係参照）。
図表４　異部門間コミュニケーションと製品イノベーションとの相関関係
 
　（N=120．すべての相関係数は５%水準で有意）
　この結果から、異なる部門間の情報交流や協力といった異部門間コミュニ
異部門間の情報交流や協力の程度
職能部門間 事業部門・カンパニー間
画期的な製品技術の開発 0.307 0.308
複数技術の組み合わせによる新製品開発 0.265 0.281
コンセプトの異なる新製品の開発 0.313 0.336
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ケーションは、画期的な製品技術の開発や、複数技術の組み合わせによる新製
品の開発、コンセプトの大幅に異なる新製品の開発のような製品イノベーショ
ンにおいて有効に機能するといえよう。
　ただし、異部門間コミュニケーションが、前述したように、既存の組織図上
による公式的なコミュニケーションのみに頼られては、単にもう一つの会議や
委員会として形骸化しかねない。無論、会議や委員会のようなフォーマルな場
を設置することは、部門を超えた情報や意見交換を根づかせるための仕組みと
して当然意義のあるところであるが、その場では必ずしも忌憚のない、つまり
既存の知識体系や価値基盤による秩序や均衡を脅かしうる意見が交わされると
は言えないからである37。したがって、異部門間コミュニケーションが、価値
創造プロセスにおいて有効に機能するためには、まず部門間の情報交流や協
力を促すインフォーマル・コミュニケーションが日頃から活用される必要があ
るといえよう（インフォーマル・コミュニケーションと職能部門間の交流とは
0.449、事業部門・カンパニー間の交流とは0.324で相関）。こうしたインフォー
マルなコミュニケーションは、ホット・グループが生成されたり、ピア・グ
ループ38が形成されたりすることによってより促進されることになると考えら
れる。
５　結びに代えて：異部門間コミュニケーションの場
　厳しい環境変化の下で、企業が持続的成長を可能にするためには、常に新た
な競争優位の構築に取り組まなければならない。つまり、企業は短期的には日
常業務の効率化の追求を通じて既存のコア・ケイパビリティーの強化に努めな
がらも、長期的にはクリステンセン（Clayton M. Christensen）のいう「破
壊的イノベーション」を通じて新たなコア・ケイパビリティーを獲得しなけれ
ばならないのである。こうしたコア・ケイパビリティーの更新には、企業の自
己認識能力に基づいた組織学習の実践が求められる。
　本稿はこうした認識のもとで、イノベーションと組織学習との関係について
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の新たな示唆を提示し、価値創造プロセスにおける異部門間コミュニケーショ
ンの有効性について理論的・実証的な分析を試みた。いわば破壊的イノベー
ションともいわれる製品イノベーションを実現するためには、組織の知識体
系や価値基盤に変化を加え、新たな価値を生み出すことのできる創造的組織学
習が不可欠である。そして、実証データによると、こうした創造的組織学習の
実践による企業の集団的創造性の開発には、組織の多様性と異部門間コミュニ
ケーションが有効である。開発活動で得た技術や知識が他の事業部門の開発に
も積極的に応用される企業や、部門文化の多様性が顕著な企業においては、組
織に新たな視点や発想が生まれる傾向が認められる。また、異なる部門間の情
報交流や協力が頻繁に行われる企業では、画期的な製品技術の開発やコンセプ
トの異なる新製品の開発など、いわば破壊的イノベーションが実現される傾向
が認められる。ただし、異部門間コミュニケーションを促進するためには、イ
ンフォーマル・コミュニケーションが頻繁に活用される必要がある。会議や委
員会のような公式的コミュニケーションの場においては、必ずしも創造的組織
学習につながる情報や意見交換が行われるとは言えないからである。
　インフォーマルなコミュニケーションの場に関する研究はすでに国内外で大
いになされてきたが、創造的組織学習との関係については十分な成果が得られ
ているとは言い難いのが現状である。とりわけ、創造的組織学習の担い手であ
る創造的集団となりうる、熱意ある人々の非公式的集団であるホット・グルー
プや、同僚同士のグループであるピア・グループについては、さらなる研究が
求められるといえよう。次に考察すべき研究課題としたい。
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すべての論文の理論的なフレームワークの構築において、構想の段階から先生
のご教示を頂いている。心から深く感謝を申し上げたい。また、本稿で述べら
れた内容はすべて同研究グループに参加される諸先生方の日頃のご指導やアイ
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申し上げたい。
【付録：本稿で使用されたアンケート調査の質問項目】
＜将来ビジョンへの共感＞
　将来の事業の方向性（ビジョン）は、社員（ミドルと一般従業員を含む）全
体にどの程度共感が得られていますか。
　ほとんど得られていない　１－２－３－４－５－６　非常に得られている
＜個人の創造性の開発＞
　社員は、問題解決にあたり柔軟な発想や革新的なアイデアを積極的に提案し
ていますか。
　あまり提案していない　１－２－３－４－５－６　積極的に提案している
＜創造的組織学習＞
　業務遂行に際して、問題解決の新たな視点や発想が生み出されていますか。
　ほとんど生み出されていない　１－２－３－４－５－６　生み出されている
＜異部門間の情報交流や協力＞
　新製品開発を行なう際、異なった部門間の情報交流や協力は、どの程度なさ
れていますか。「職能部門間」と「事業部門・カンパニー間」のそれぞれにつ
いてお答えください。
　　　　　　　　　部門固有の方向で　　　　　　情報交流・協力が
　　　　　　　　　仕事を進めている　　　　　　頻繁に行なわれている
　1)　職能部門間　　　　　　 　　１－２－３－４－５－６
　2)　事業部門・カンパニー間 　　１－２－３－４－５－６
＜部門文化の多様性＞
　新製品開発を行なう際、各部門特有の文化（価値観や行動様式）の多様性が、
新たな発想を生み出すことにどの程度影響を与えていますか。「職能部門間」
と「事業部門・カンパニー間」のそれぞれについてお答えください。
　　　　　　　 ほとんど影響を与えていない　　大いに影響を与えている
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　1)　職能部門間　　　　　　 　　１－２－３－４－５－６
　2)　事業部門・カンパニー間 　　１－２－３－４－５－６
＜開発活動で獲得された技術･知識の応用＞
　新製品開発を通じて獲得した技術や知識が、当該部門のその後の開発活動や
他の事業部門の開発活動に応用されていますか。
　　　　　　　ほとんど応用されていない　　　　  積極的に応用している
　1) 当該部門のその後の開発活動 　１－２－３－４－５－６
　2) 他の事業部門の開発活動　　　 １－２－３－４－５－６
＜複数技術の組み合わせによる新製品開発＞
　過去３年間に、複数の核となる技術を新たに組み合わせた新製品開発がどの
程度行なわれましたか。
　　ほとんど行なわれなかった　１－２－３－４－５－６　十分に行なわれた
＜画期的な製品技術の開発＞
　過去３年間に、従来とは一線を画した製品技術の開発がどの程度なされまし
たか。
　　ほとんど開発されなかった　１－２－３－４－５－６　数多く開発された
＜コンセプトの異なる新製品の開発＞
　過去３年間に、コンセプトの大幅に異なる新製品の開発がなされましたか。
　ほとんど開発されてなかった　１－２－３－４－５－６　数多く開発された
＜インフォーマル・コミュニケーション＞
　部門間の情報交流や協力を促すために、インフォーマル・コミュニケーショ
ンがどの程度活用されていますか。
　ほとんど活用されていない　１－２－３－４－５－６　頻繁に活用されている
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